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関東州における少年犯罪
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本論文 は、戦前関東州 にお けるに少年犯罪 を論 じる ものである。 中国東北部 は日本が関東都督
府 を置 くまで清朝、中華民国の刑法 に基づ き少年 を処遇 してい た。清代の刑法で も、少年 は成人
犯 と区別 されていた。清末の刑律 で は、15歳未満、80歳以上 の者 の犯罪 は一等、二等 の減刑 を し、
12歳未満 の者 の犯罪 に対 しては、感化教育 を施 した1。 しか し清代 の少年犯 の定義、 その処遇が































































ル司法警察事務提要』昭和2年 に、内地の少年法に基づ き 「司法警察職務規範ニハ少年ノ定義ヲ
明ニセス ト錐モ其観念ハ少年法ニ胚胎セルモノ ト認ムルヲ相當 トスベキニ依リ結局少年法第一條
ノ規定ニ基キ十八歳ニ満 タサル者 ヲ少年 ト定義セントス、而シテ十八歳ニ満タサル者ナル以上男
子 タル ト女子 タル トヲ區別セス 十八歳ニ満 タサル者ナリヤ否ヤハ戸籍ニ依ルヲ原則 ト為シ、若
シ無籍者ナル場合ハ身心獲達ノ状況其他ノ事情 ヲ調査ノ上適宜認定スヘク假令十八歳ニ満チル者




17日法律第四三號)等 ノ制定公布 ヲ見 タリ、當關東州内ニハ之等ノ法律ハ未タ實施セラレス ト







職を世話 したり、という方面委員個人の奮闘が手記 となって記されている。これはあ くまでケー
スであるので、それがすべで方面委員 によって行われたわけではないだろう16。朝鮮 とは違い、
関東州の施策として方面委員が活躍 していたが、方面委員の仕事は貧民の救済が中心とはいえ、












に出張所が設置された18。「斯多忙ナル中ニアリテモ職員ノ教養ニ ハ細心ノ注意 ト多大ノ努力 ト
ヲ拂う梯ヒ常ニ 『教育家』 タルノ人材ニ研 キ上グルコトニ努メ収容者二封シテハ新行刑思潮ヲ以テ臨






人口に比例 した受刑者の年齢比率であることが分かる。 また、窃盗が少年犯罪の多 くを占めるの
は、内地、他の植民地 と変わらない。
台湾 と朝鮮 との大 きな違いは、満洲は大陸の一部であり、人口の流入が絶えずあったこと、そ
















































審判所 と比べて圧倒的に少ない数の審判官数が考えられたが、 しか し短期促成で 「審判所の機能
を問題視する様子は無い」と資料にも記されている24。審判官の数も少なかったが、少年令が公





































不可能 トナル タダ民間保護団体ヲ結成セシメテ此ノ欠陥ヲ緩和セ ント計画セリ 斯ル事情
上前示定員ハ最低限度ノモノナリ
2関東州における不良少年の保護








































ろであるとは思ひますがもう少 し斯ういふ事業に對 して冠婚葬祭等の浄財 を寄附して頂きたいと
思ひます」 と、地域住民の関心 と寄付金で今後の司法保護事業を進展 させたいと述べている34・
鹿島は、「年々約五十二萬八千人の犯罪者がある中、施行猶豫の恩典に浴したるもの八千人、起
訴猶予者ニ十八萬人、少年犯罪者五萬人、准犯罪少年十五萬人、釈放者は四萬人と言ふ事になつ
て居 ります」 と、少年犯罪者5万 、準犯罪少年15万で20万、全体の40%が少年犯罪であった
と述べている。 しか し実際に司法保護委員が機能 した史料は管見の限 り見つかっていない35。
このように他に少年保護を担 う、官、半官半民的な組織、設備がなかったに等 しいため、関東
州における少年保護に関する方面委員の職務は明確にされていた。大連民政署による方面事業職
務要綱(七 児童保護)は 「6未成年者ノ不良化 ヲ防止スルコ ト」「7不良少年少女ニ對 シ父母及
学校其ノ他 ノ保護期 間 ト共二必要ナル指導保護ノ方法ヲ講ズルコ ト」「8少年ノ就職並職業指導
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